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 Have registered in accordance with

Article 22 of the Electricity Business
Act.

 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２ and en‑

vironmental impact.

 The renewable energy power source

allocation plan must meet the renewable

energy ratio specified in the specifica‑

tions.

 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Kinki Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Tender Open‑

ing.

 not be the stated person under the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

 The person who obtained the tender

manual from official in charge of di‑

sbursement of the procuring entity direct‑

ly.

 not be the person that a gangster influ‑

ence management substantially or the

person who has exclusion request from

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism is continuing state con‑

cerned.

 Time‑limit for submission of certificate :

12 : 00 on 3 December, 2026

 Bid submission period : From 9 : 00 on 19

January, 2027 to 12 : 00 on 20 January, 2027

 Contact point for the notice : OKURA

Sayaka Contract Section, Accounting Divi‑

sion, Toyooka Office of River and National

Highway, Kinki Regional Development Bu‑

reau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism 103, Saiwaicho,
Toyooka‑Shi, Hyogo‑Ken, 6680025, Ja‑
pan TEL 0796262411 ex. 224

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。本件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年 10 月 30 日

支出負担行為担当官
気象庁総務部長 今井 和哉

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇気象第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
気象庁本庁舎で使用する電気（電子調達シ
ステム対象案件）契約電力1400kW 予定使
用電力量6033000kWh
 調達案件の特質等 仕様書のとおり。
 使用期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日まで
 履行場所 仕様書のとおり。
 入札方法 落札決定は総合評価の方法を
もって行うので、総合評価のための環境配慮
に関する書類を提出すること。
入札金額は、各社において設定する契約電
力に対する単価（kW単価、同一月において
は単一のものとする。）及び使用電力量に対す
る単価（kWh単価、同一月においては単一
のものとする。）を根拠（小数点以下を含むこ
とができる。）とし、当庁が提示する契約電力
及び予定使用電力量の対価を入札金額とする
こと。なお、入札時においては、燃料費等調
整額及び電気事業者による再生可能エネル
ギー電気の調達に関する特別措置法に基づく
賦課金は考慮しないものとする。また、落札
決定に当たっては入札書に記載された金額
（総価）に当該金額の10％に相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるものと
する。）をもって落札価格とするので、入札者
は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」において、
「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争参加資格を有する者である
こと。
 で格付けされている等級にかかわらず、
「技術力ある中小企業者等の入札参加機会の
拡大について（平成12年10月10日）政府調達
（公共事業を除く）手続きの電子化推進省庁
連絡会議幹事会決定」３．入札参加の拡大の
統一基準に定める入札参加基準を満たす者
であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 予決令第73条の規定に基づき、支出負担行
為担当官が定める入札参加資格として、入札
説明書に記載する基準を満たす者であるこ
と。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続しているものでないこと。
 気象庁から指名停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1058431 東京都港区虎ノ門３６９
気象庁総務部総務課調達管理室第二契約係
武本 幸子 電話0367583900 内線

2519
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
・調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

・電子調達システムヘルプデスク
電話0570000683

 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）及び紙入札方式による証明書等
の受領期限 令和８年12月３日17時00分
 電子調達システムによる入札書、及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年12月21日14時00分
 開札の日時及び場所 令和８年12月22日14
時00分 気象庁８階入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
⒜ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を作成
し、所定の受領期限までに上記３に示す
ＵＲＬに電子調達システムを利用して提出
しなければならない。
⒝ 紙入札方式により参加を希望する者は、
入札書類データ（証明書等）を所定の受領
期限までに提出しなければならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も、開札日の前
日までの間において必要な証明書等の内容に
関する契約担当官等からの照会があった場合
には、説明しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
の無い者のした入札、入札に関する条件に違
反した入札及び入札者に求められる義務を履
行しなかった者のした入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。な
お、電子調達システムによりがたい場合は、
発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるもの
とする。


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